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Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
・
解
析
部
で
実
施
し
て

い
る
「
ビ
ジ
ネ
ス
・
レ
ー
バ
ー
・
モ
ニ
タ
ー

調
査
」
で
は
、
四
半
期
ご
と
の
業
況
観
（
72

～
76
頁
参
照
）
に
加
え
て
適
宜
、
喫
緊
の
政

策
ト
ピ
ッ
ク
ス
を
設
定
し
、
企
業
や
業
界
団

体
の
見
方
を
尋
ね
て
い
る
。
安
倍
政
権
の
発

足
か
ら
丸
一
年
が
経
過
し
た
。
デ
フ
レ
か
ら

の
脱
却
と
経
済
の
好
循
環
に
向
け
て
、
賃
金

の
引
き
上
げ
が
も
っ
と
も
重
要
な
政
策
課
題

の
一
つ
に
掲
げ
ら
れ
る
な
か
、
今
回
の
特
別

調
査
で
は
二
〇
一
三
年
に
お
け
る
賞
与
の
支

給
実
績
と
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
を
踏
ま
え
た
二

〇
一
四
春
闘
の
賃
上
げ
見
通
し
を
取
り
上
げ

た
。
調
査
は
、
企
業
モ
ニ
タ
ー
六
七
社
と
業

界
団
体
五
一
組
織
を
対
象
に
、
一
二
月
三
日

～
一
二
月
二
七
日
に
か
け
て
実
施
。
企
業
四

二
社
（
有
効
回
答
率
六
二
・
七
％
）
と
業
界

団
体
四
一
組
織
（
八
〇
・
四
％
）
よ
り
得
ら

れ
た
回
答
を
ま
と
め
た
。

企
業
モ
ニ
タ
ー
の
集
計
結
果
よ
り

二
〇
一
三
年
七
～
九
月
期
の
企
業
業
績

　

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
を
追
い
風
に
、
足
下
の
国

内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
が
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ

ク
以
前
の
レ
ベ
ル
ま
で
回
復
し
つ
つ
あ
る
中

で
、
企
業
の
業
績
は
ど
う
推
移
し
て
い
る
の

だ
ろ
う
か
。

　

ま
ず
、
企
業
モ
ニ
タ
ー
に
対
し
て
直
近
の

四
半
期
決
算
で
確
定
し
た
二
〇
一
三
年
七
～

九
月
期
の
業
績
（
実
績
）
を
尋
ね
る
と
、
売

上
高
に
つ
い
て
は
前
年
同
期
に
比
べ
平
均

五
・
八
％
の
増
額
と
な
っ
た
。
た
だ
、
増
減

幅
は
四
〇
％
以
上
の
マ
イ
ナ
ス
（
人
材
サ
ー

ビ
ス
）
や
二
〇
％
以
上
の
マ
イ
ナ
ス
（
ネ
ッ

ト
ビ
ジ
ネ
ス
）
か
ら
、
プ
ラ
ス
一
三
％
以
上

（
造
船
・
重
機
、
自
動
車
、
ゴ
ム
、
化
学
、

電
線
、
海
運
な
ど
）
ま
で
拡
が
り
が
あ
る
。

そ
の
結
果
、
過
去
か
ら
の
業
績
推
移
で
み
る

と
（
図
１
）、
約
六
割
（
五
七
・
一
％
）
の

企
業
は
「
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
前
の
水

準
に
達
し
て
い
な
い
」
が
、「
同
期
と
し
て
は

過
去
最
高
を
更
新
し
て
い
る
」
企
業
も
一
割

弱
あ
り
（
九
・
五
％
）、
ま
た
「
過
去
最
高

で
は
な
い
が
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
前
の

水
準
に
回
復
し
て
い
る
」企
業
も
二
割
弱（
一

九
・
〇
％
）
み
ら
れ
た
。

　

同
様
に
、
営
業
利
益
に
つ
い
て
は
前
年
同

期
比
で
平
均
六
八
・
四
％
の
大
幅
増
額
と

な
っ
た
。
こ
れ
で
も
依
然
、「
リ
ー
マ
ン
・

シ
ョ
ッ
ク
以
前
の
水
準
に
達
し
て
い
な
い
」

企
業
が
約
六
割
（
五
九
・
五
％
）
に
の
ぼ
っ

て
お
り
、「
同
期
と
し
て
は
過
去
最
高
を
更
新

し
て
い
る
」
企
業
は
七
・
一
％
、「
過
去
最
高

で
は
な
い
が
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
前

の
水
準
に
回
復
し
て
い
る
」
も
二
一
・
四
％

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
営
業
利
益
の
前
年
同

期
と
比
べ
た
分
布
を
み
る
と
、
九
〇
％
以
上

（
人
材
サ
ー
ビ
ス
）、
七
〇
％
以
上
（
ネ
ッ

ト
ビ
ジ
ネ
ス
）、五
〇
％
以
上
（
遊
技
機
器
）

の
大
幅
マ
イ
ナ
ス
か
ら
、一
八
五
％
以
上（
ホ

テ
ル
）、
二
五
〇
％
以
上
（
造
船
・
重
機
）、

五
〇
〇
％
以
上
（
自
動
車
）、
一
〇
〇
〇
％

以
上
（
百
貨
店
）
の
プ
ラ
ス
ま
で
幅
が
み
ら

れ
る
。

　

現
下
の
企
業
業
績
は
、
全
体
と
し
て
は

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
前
の
水
準
に
向
け

た
回
復
途
上
に
あ
る
も
の
の
、
個
別
各
社
に

目
を
落
と
せ
ば
既
に
回
復
を
遂
げ
た
と
こ
ろ

や
、
過
去
最
高
を
更
新
し
て
い
る
と
こ
ろ
も

み
ら
れ
る
な
ど
、
バ
ラ
つ
き
が
非
常
に
大
き

い
状
況
に
あ
る
様
子
が
窺
え
る
。

賞
与
の
支
給
状
況

　

こ
う
し
た
な
か
、
二
〇
一
三
年
に
お
け
る

夏
季
賞
与
の
支
給
状
況
は
平
均
二
・
三
〇
カ

月
と
な
っ
た
。
前
年
実
績
対
比
で
は
「
増
額

し
た
」企
業
が
三
社
に
一
社
超（
三
五
・
七
％
）、

「
横
ば
い
」
が
四
割
弱
（
三
八
・
一
％
）
で
、

「
減
額
し
た
」
が
四
社
に
一
社
弱
（
二
三
・

八
％
）
な
ど
と
な
っ
て
い
る
（
無
回
答
二
・

四
％
）。
前
年
実
績
と
比
較
し
た
支
給
水
準

の
増
減
率
は
、一
〇
％
程
度
の
マ
イ
ナ
ス（
電

機
、
食
品
、
化
学
な
ど
）
か
ら
、
二
〇
％
程

度
の
プ
ラ
ス
（
印
刷
）
ま
で
幅
が
あ
り
、
平

均
す
る
と
一
・
五
％
の
増
額
で
あ
る
。

　

同
様
に
、冬
季
賞
与
に
つ
い
て
は
平
均
二
・

一
九
カ
月
の
支
給
と
な
っ
た
。
前
年
実
績
に

比
べ
て
「
増
額
し
た
」
企
業
が
三
社
に
一
社

（
三
三
・
三
％
）、「
横
ば
い
」
が
約
四
割
（
四

〇
・
五
％
）
に
対
し
、「
減
額
し
た
」
は
四
社

に
一
社
弱
（
二
三
・
八
％
）
だ
っ
た
（
無
回

答
二
・
四
％
）。
前
年
対
比
の
増
減
率
は
二

〇
％
近
い
マ
イ
ナ
ス
（
造
船
・
重
機
）
か
ら
、

二
〇
％
以
上
の
プ
ラ
ス
（
建
設
）
ま
で
拡
が

り
が
あ
り
、平
均
し
て
二
・
六
％
の
増
額
だ
っ

た
。

　

業
績
の
明
暗
を
踏
ま
え
、
二
〇
一
三
年
に

お
け
る
賞
与
支
給
も
ま
だ
ら
模
様
と
な
っ
た

も
の
の
、
総
じ
て
み
れ
ば
増
額
が
減
額
を
上

回
る
、
横
ば
い
な
い
し
微
増
の
展
開
に
な
っ

た
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

二
〇
一
四
年
春
の
賃
金
改
定
意
向

　

こ
う
し
た
現
状
を
踏
ま
え
、
二
〇
一
四
年

図１　2013年7～9月期の企業業績
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春
の
賃
金
改
定
に
つ
い
て
は
ど
の
よ
う
な
方

向
性
で
検
討
す
る
可
能
性
が
高
い
の
か
（
あ

く
ま
で
調
査
実
施
時
点
の
見
通
し
）
尋
ね
て

み
た
。
そ
の
結
果
、現
段
階
で
は
「
未
定
（
労

組
の
要
求
の
出
方
と
交
渉
次
第
）」が
最
多
で
、

六
割
弱
に
の
ぼ
っ
た
（
五
九
・
五
％
）（
図
２
）。

次
い
で
多
い
の
は
「
定
昇
の
み
の
実
施
（
を

検
討
す
る
可
能
性
が
高
い
）」（
一
九
・
〇
％
）

で
あ
り
、
こ
れ
に
「
主
に
賞
与
（
一
時
金
）

に
反
映
す
る
（
こ
と
を
検
討
す
る
可
能
性
が

高
い
）」（
一
四
・
三
％
）
が
続
く
。
現
時
点

で
既
に
「
定
昇
＋
ベ
ー
ス
・
ア
ッ
プ
の
実
施

（
を
検
討
す
る
可
能
性
が
高
い
）」
と
す
る

企
業
（
警
備
、
教
育
）
も
四
・
八
％
み
ら
れ

る
が
、
総
じ
て
慎
重
な
見
方
が
目
立
つ
。

　

だ
が
、
今
後
の
展
開
を
期
待
さ
せ
る
明
る

い
材
料
も
あ
る
。
二
〇
一
四
年
春
の
賃
金
改

定
に
お
い
て
、
労
働
組
合
の
要
求
や
企
業
業

績
以
外
で
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
そ
う
な
要

因
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
（
複
数
回
答
）（
図
３
）、

「
業
界
他
社
の
動
向
」
と
「
世
間
相
場
の
動

向
」が
と
も
に
半
数
を
超
え
て（
五
四
・
八
％
）

も
っ
と
も
多
く
、
次
い
で
四
割
弱
（
三
八
・

一
％
）
の
企
業
が
「
物
価
の
動
向
」、
三
割

超
（
三
一
・
〇
％
）
の
企
業
が
「
消
費
税
ア
ッ

プ
（
見
通
し
）」、
三
割
弱
（
二
八
・
六
％
）

が
「
政
府
や
経
済
界
か
ら
の
賃
上
げ
要
請
」

を
あ
げ
る
結
果
と
な
っ
た
。こ
の
ほ
か
、「（
進

行
中
ま
た
は
検
討
中
の
）
人
事
処
遇
制
度
改

革
」
の
影
響
を
あ
げ
る
企
業
が
二
割
弱
（
一

九
・
〇
％
）、「
労
働
力
需
給
の
切
迫
」
が
九
・

五
％
、「
定
年
退
職
・
再
雇
用
者
の
状
況
」
が

七
・
一
％
、「
法
人
税
減
税
（
復
興
特
別
法
人

税
の
廃
止
見
通
し
）」
が
二
・
四
％
―
―
な

ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

複
数
回
答
の
た
め
組
み
合
わ
せ
パ
タ
ー
ン

を
詳
し
く
み
る
と
、
実
に
四
割
超
（
四
〇
・

五
％
）
の
企
業
が
「
業
界
他
社
の
動
向
」
と

「
世
間
相
場
の
動
向
」
を
セ
ッ
ト
で
指
摘
し

て
い
る
。
ま
た
、「
政
府
や
経
済
界
か
ら
の
賃

上
げ
要
請
」「
業
界
他
社
の
動
向
」「
世
間
相
場

の
動
向
」
内
で
の

組
み
合
わ
せ
で
し

か
指
摘
し
て
い
な

い
企
業
が
二
割
弱

（
一
九
・
〇
％
）

み
ら
れ
る
ほ
か
、

こ
れ
ら
を
セ
ッ
ト

で
あ
げ
て
い
る
企

業
も
約
六
社
に
一

社（
一
六
・
七
％
）

に
の
ぼ
っ
て
い
る
。

　

現
時
点
で
ベ
ア

ま
で
踏
み
込
む
賃

金
改
定
を
予
定
し

て
い
る
企
業
は
限

ら
れ
る
も
の
の
、

物
価
は
上
昇
し
つ

つ
あ
り
、
消
費
税

率
の
引
き
上
げ
も

予
定
さ
れ
る
な
か
、

政
府
や
経
済
界
か

ら
の
賃
上
げ
要
請

を
背
景
に
、
業
界

他
社
や
世
間
の
動

向
等
に
左
右
さ
れ

や
す
い
状
況
に
あ

る
企
業
が
、
少
な

く
な
い
様
子
が
浮

き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
。

業
界
モ
ニ
タ
ー
の
集
計
結
果
よ
り

政
府
要
請
の
状
況
と
賃
上
げ
見
通
し

　

と
こ
ろ
で
、
二
〇
一
四
年
春
闘
で
の
賃
上

げ
の
可
能
性
に
つ
い
て
、
業
界
団
体
は
ど
う

み
て
い
る
の
だ
ろ
う
。

　

業
界
団
体
モ
ニ
タ
ー
に
対
し
、
ま
ず
、
現

時
点
ま
で
に
政
府
や
経
済
界
か
ら
賃
上
げ
要

請
が
あ
っ
た
か
ど
う
か
尋
ね
る
と
（
図
４
）、

「
現
在
ま
で
の
と
こ
ろ
は
な
い
」が
大
半（
七

八
・
〇
％
）
を
占
め
た
も
の
の
、「
あ
っ
た
」

と
す
る
組
織
も
二
割
弱
（
一
九
・
五
％
）
み

ら
れ
た
。

　
「
あ
っ
た
」
場
合
の
具
体
的
な
内
容
と
し

て
は
、「
経
済
産
業
省
か
ら
要
請
が
あ
っ
た
。

具
体
的
な
数
値
を
持
っ
て
要
請
が
あ
っ
た
わ

け
で
は
な
く
、
利
益
が
出
た
企
業
は
内
部
留

保
せ
ず
、
可
能
な
限
り
賃
上
げ
に
向
け
て
努

力
し
て
欲
し
い
と
の
こ
と
だ
っ
た
」（
小
売
）

や
、「
経
済
産
業
省
が
来
訪
し
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク

ス
を
受
け
て
の
賃
上
げ
要
請
が
あ
っ
た
。
加

図２　来春の賃金改定については、
どのような方向性で検討する可能性が高いですか
（あくまで現時点の見通しで構いません）

図４　政府や経済界から、貴事業主団体に
対して賃上げ要請はありましたか

図３　来春の賃金改定で、労働組合の要求および企業業績以外で、
大きな影響を及ぼしそうな要因は何ですか
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検
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上
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盟
各
社
か
ら
は
、
業
績
が
回
復
し
た
場
合
は

一
時
金
で
対
応
す
る
も
、
ベ
ア
で
の
対
応
は

難
し
い
と
の
回
答
が
大
宗
を
占
め
た
」（
素

材
）
な
ど
と
い
っ
た
記
述
が
み
ら
れ
た
。

　

ま
た
、「
厳
密
に
言
え
ば
、
今
後
の
成
長
戦

略
の
説
明
の
一
環
と
し
て
賃
上
げ
の
説
明
を

受
け
た
。
経
済
産
業
省
幹
部
が
来
社
し
、
日

本
再
興
戦
略
お
よ
び
産
業
競
争
力
強
化
法
案

の
概
要
説
明
の
中
で
、
デ
フ
レ
脱
却
や
日
本

経
済
の
再
生
に
と
っ
て
の
賃
金
増
加
の
必
要

性
に
つ
い
て
説
明
を
受
け
た
」（
製
造
）
ほ
か
、

「
経
済
産
業
省
幹
部
よ
り
、
常
任
理
事
会
の

場
で
経
済
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
つ
い
て
の
説

明
と
と
も
に
、
賃
金
上
昇
に
つ
な
が
る
経
営

判
断
に
つ
き
依
頼
が
あ
っ
た
」（
商
社
）
な
ど

の
記
述
も
み
ら
れ
た
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
業
界
の
現
況
に
照
ら
し

て
賃
上
げ
は
可
能
な
環
境
に
あ
る
か
尋
ね
る

と
（
図
５
）、「
大
半
の
企
業
」
あ
る
い
は
「
一

部
の
企
業
」
で
、「
大
幅
な
賃
上
げ
が
可
能
な

環
境
に
あ
る
と
思
う
」
と
の
回
答
は
皆
無

だ
っ
た
。
一
方
、「
大
半
の
企
業
で
一
定
程
度

な
ら
賃
上
げ
が
可
能
な
環
境
に
あ
る
と
思

う
」
と
す
る
業
界
団
体
は
四
・
九
％
（
鉄
道
、

非
鉄
な
ど
）、「
一
部
の
企
業
で
一
定
程
度
な

ら
賃
上
げ
が
可
能
な
環
境
に
あ
る
と
思
う
」

も
一
九
・
五
％
（
小
売
、
商
社
、
通
信
、
住

宅
、
素
材
な
ど
）
に
の
ぼ
り
、
合
わ
せ
て
約

四
分
の
一
が
「
一
定
程
度
な
ら
賃
上
げ
が
可

能
な
環
境
に
あ
る
と
思
う
」
と
回
答
す
る
結

果
と
な
っ
た
。

　

と
は
い
え
、
依
然
と
し
て

「
大
半
の
企
業
で
、
賃
上
げ

は
難
し
い
環
境
に
あ
る
と
思

う
」も
半
数
を
超
え（
五
一
・

二
％
）、「
大
半
の
企
業
で
、

む
し
ろ
賃
下
げ
が
避
け
ら
れ

な
い
環
境
に
あ
る
と
思
う
」

と
の
回
答
も
二
・
四
％
み
ら

れ
た
。
業
界
団
体
の
回
答
も

慎
重
さ
が
目
立
つ
結
果
と

な
っ
て
い
る
が
、
先
述
の
企

業
モ
ニ
タ
ー
の
回
答
と
も
符

合
し
て
、
少
な
く
と
も
現
状

で
は
一
部
の
企
業
で
賃
上
げ

可
能
な
環
境
に
あ
る
と
の
見

方
が
優
勢
な
よ
う
だ
。

　

果
た
し
て
賃
上
げ
の
春
は

来
る
の
か
、
今
後
の
動
向
が

注
目
さ
れ
る
。

（
調
査
・
解
析
部　
　
　

渡
辺
木
綿
子
）

図５　貴業界の業況に照らし、賃上げは可能な環境にあるでしょうか
定一、で業企の半大

がげ上賃らな度程

とるあに境環な能可

う思 ,  %9.4

業企の部一 な幅大、で

に境環な能可がげ上賃

う思とるあ ,  %0.0

業企の部一 定一、で

上賃らな度程 能可がげ

う思とるあに境環な , 

%5.91

業企の半大 げ上賃、で

境環いし難は とるあに

う思 ,  %2.15

業企の半大 、で

下賃ろしむ がげ

に境環いなれらけ避

とるあ う思 ,  %4.2

いならか分 , %5.91

答回無 , 

%4.2
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